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（趣旨） 

第１条 この規程は、独立行政法人国立特別支援教育総合研究所就業規則（平成１８年４月１日

制定。以下「就業規則」という。）第３条第２項の規定に基づき、独立行政法人国立特別支援

教育総合研究所（以下「研究所」という。）と期間の定めのある雇用契約を締結した職員（独

立行政法人国立特別支援教育総合研究所継続雇用職員の就業に関する規程（平成１８年４月１

日制定）及び独立行政法人国立特別支援教育総合研究所任期付職員の就業等に関する規程（平

成２０年４月１日制定）に基づき採用された職員を除く。以下「非常勤職員」という。）の就

業に関して必要な事項を定めるものとする。 

 

（法令との関係） 

第２条 この規程及びその他別段の定めがある場合のほか、非常勤職員の就業に関する事項につ

いては、労働基準法（昭和２２年法律第４９号。以下「労基法」という。）その他の関係法令

の定めるところによる。 

 

（遵守遂行） 



第３条 研究所及び非常勤職員は、それぞれの立場でこの規程を誠実に遵守し、その実行に努め

なければならない。 

 

（非常勤職員の定義） 

第４条 この規程における非常勤職員とは、１週間当たりの所定の勤務時間が３０時間以内で雇

用される者をいう。 

 

（非常勤職員の職名） 

第５条 非常勤職員の職名は、次に掲げるところによるものとする。ただし、これにより難い特

別な事情のあるものについては、その都度理事長が定める。 

 

 

職 名 

 

 

 

対 象 職 員 

 

 

 

備 考 

常勤職員として勤務した 

場合適用される俸給表 

事務補佐員 事務を補佐する職員 一般職俸給表 

技能補佐員 技能に関する職務を補佐する職員 ※注） 

研究補佐員 研究に関する職務を補佐する職員 研究職俸給表 

医 師 非常勤医師 ※注） 

非常勤看護師 非常勤看護師 医療・技術職俸給表（二） 

客員研究員 特定の研究に従事する職員 研究職俸給表 

研究支援員 外部資金による研究を支援する職員 別に定める基準による。 

業務コーディネー

ター 

特定の事務に従事する職員 別に定める基準による。 

 

注）技能補佐員及び医師に適用する俸給表は「一般職の職員の給与に関する法律」（昭和２５

年法律第９５号）第６条に規定される俸給表のうち、技能補佐員については「行政職俸給

表（二）」を、医師については「医療職俸給表（一）」を準用する。 

 

（雇用契約期間） 

第６条 非常勤職員の雇用契約期間は、採用日の属する１事業年度内とする。ただし、業務上の

必要がある場合には、当該雇用に係る予算の状況、勤務成績、心身の状態及び事業の運営の都

合等に応じ、雇用契約を更新することができるものとする。なお、研究所において通算して雇

用された期間（雇用形態及び職種にかかわらず、研究所に採用された日以降の雇用された期間

を通算した期間をいい、労働契約法（平成１９年法律第１２８号）第１８条第１項に規定する

通算契約期間に同法第１８条第２項により算入しないこととされる期間は算入しない。以下「通

算雇用期間」という。）が５年を超えて更新することはない。 



２ 研究所は、非常勤職員の雇用契約（雇入れの日から起算して１年を超えて継続勤務している

者に係るものに限り、あらかじめ当該契約を更新しない旨明示されているものを除く。）を更

新しないこととしようとする場合には、少なくとも当該雇用契約の期間の満了する日の３０日

前までに、その予告をするものとする。 

 

（契約の更新） 

第７条 前条の規定にかかわらず、理事長が特段の事情があると認めたときは、通算雇用期間が

５年を超えて契約を更新することができる。 

 

（無期雇用契約への転換） 

第７条の２ 前条の契約の更新により、第６条第１項の通算雇用期間が５年を超えることになっ

た非常勤職員は、期間の定めのない雇用契約への転換（以下「無期転換」という。）を申し出

た場合は、現に締結している雇用契約期間が満了する日の翌日から、無期転換するものとする。 

２ 無期転換に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（採用） 

第８条 非常勤職員の採用は、選考により行うものとする。ただし、特別な事由があると理事長

が認めた場合は、この限りでない。 

 

(提出書類） 

第９条 非常勤職員に採用された者は、次の各号に掲げる書類を理事長に提出しなければならな

い。 

一 誓約書 

二 履歴書 

三 学歴及び資格に関する証明書 

四 住民票記載事項の証明書 

五 扶養親族等に関する書類 

六 健康診断書 

七 その他理事長が必要と認める書類 

２ 前項の提出書類の記載事項に異動があったときは、その都度速やかに書面でこれを理事長に

届け出なければならない。 

 

（試用期間） 

第１０条 新たに非常勤職員として採用した者については、採用の日から１カ月を試用期間とす

る。ただし、理事長が必要と認めるときは、当該期間を短縮、若しくは１カ月を限度として延

長し、又は設けないことがある。 

２ 理事長は、試用期間中において、勤務実績の不良なこと、心身に故障があることその他の事

由に基づいて研究所に引き続き雇用しておくことが適当でないと判断した場合には、非常勤職



員を解雇することができ、また、試用期間満了時に本採用を拒否することがある。 

３ 試用期間は、在職年月数に通算する。 

 

（労働条件の明示） 

第１１条 理事長は、非常勤職員の採用に際しては、採用する者に対し、次に掲げる事項を記載

した文書を交付して労働条件を明示するものとする。 

一 労働契約の期間に関する事項 

二 就業の場所及び従事する業務に関する事項 

三 始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休日及び休暇に関す

る事項 

四 給与に関する事項（賞与及び昇格の有無を含む。） 

五 退職に関する事項（解雇の事由を含む。） 

六 安全及び衛生に関する事項 

七 研修に関する事項 

八 災害補償に関する事項 

九 表彰及び制裁に関する事項 

 

（勤務成績の評定） 

第１２条 理事長は必要に応じ、非常勤職員の勤務成績について評定を行い、その結果に応じた

措置を講じることがある。 

 

（勤務場所の移動等） 

第１３条 理事長は、業務上の必要に基づき、勤務場所の移動、配置換を非常勤職員に対して命

ずることがある。 

２ 非常勤職員は、正当な理由がないときは、前項に基づく命令を拒否することができない。 

 

（退職） 

第１４条 非常勤職員は、次の各号の一に該当するときは退職とし、非常勤職員としての身分を

失う。 

一 退職を願い出て理事長から承認されたとき。 

二 雇用期間が満了したとき。 

三 死亡したとき。 

四 解雇されたとき。 

 

（自己都合による退職手続） 

第１５条 非常勤職員は、自己の都合により退職しようとするときは、あらかじめ、退職を予定

する日の３０日前までに、書面をもって理事長に申し出なければならない。 

２ 非常勤職員は、退職を申し出た後においても、退職するまでは、引き続き勤務しなければな



らない。 

 

（当然解雇） 

第１６条 理事長は、非常勤職員が次の各号の一に該当するに至ったときは、当然解雇する。 

一 拘禁刑以上の刑（執行猶予が付された場合を除く。）に処せられた場合 

二 第５２条の規定により準用する就業規則第６８条から第７０条の規定により懲戒解雇され

た場合 

 

（普通解雇） 

第１７条 理事長は、非常勤職員が次の各号の一に該当するときは解雇することができる。 

一 勤務成績又は業務効率が著しく不良で、改善の見込みがない場合 

二 勤務状況が著しく不良で、改善の見込みがない場合 

三 心身の故障のため、職務の遂行に著しく支障があり、又はこれに耐えない場合 

四 試用期間中又は試用期間満了時までに非常勤職員として不適格であると認められたとき。 

五 前各号に定めることの他、職務の遂行に必要な適格性を欠くとき。 

六 事業の運営上又は天災事変その他これに準ずるやむを得ない事情により組織の縮小・転換

又は廃職を行う必要が生じ、他の職務への配置換を行うことが困難な場合 

 

（解雇の制限） 

第１８条 第１６条及び前条の規定にかかわらず、次の各号の一に該当するときは、その期間は

解雇しない。ただし、労基法第８１条の規定による打切補償を支払う場合（第２号に該当する

ときを除く。）、又は天災事変その他やむを得ない事由（労働基準監督署長の認定を受けたも

のに限る。）のために事業の継続が不可能となった場合においては、この限りでない。 

一 第２９条第１項第６号の規定により取得する休暇の間及びその後３０日 

二 女性非常勤職員が第２９条第１項第１０号及び第１１号の規定により取得する休暇の間及

びその後３０日 

 

（解雇の予告） 

第１９条 第１６条及び第１７条の規定により非常勤職員を解雇しようとする場合には、次に掲

げる場合を除き、少なくとも３０日前に本人に予告するか、又は労基法第１２条に規定する平

均賃金の３０日分の解雇予告手当を支払わなければならない。 

一 天災事変その他やむを得ない事由（労働基準監督署長の認定を受けたものに限る。）のた

めに事業の継続が不可能となった場合 

二 職員の責に帰すべき事由（労働基準監督署長の認定を受けたものに限る。）に基づいて解

雇する場合 

三 試用期間中の職員（１４日を超えて引き続き雇用された者を除く。）を解雇する場合 

 

（退職時等の証明） 



第２０条 理事長は、非常勤職員が退職又は解雇された場合において、当該職員から請求を受け

た場合は証明書を交付しなければならない。 

２ 証明書の交付に係ることについては、就業規則第２２条の規定を準用する。 

 

（服務） 

第２１条 非常勤職員の服務に関しては、就業規則第２９条から第４１条の規定を準用する。 

 

（勤務時間） 

第２２条 非常勤職員の勤務時間は、当該職員ごとに理事長が定め、その者に適当な方法をもっ

て通知するものとする。 

 

（休日） 

第２３条 研究所の所定の休日は、次の各号に定める日とする。 

一 日曜日 

二 土曜日 

三 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に定める休日 

四 １２月２９日から翌年１月３日までの日（前各号に定める休日を除く。) 

五 その他理事長が別に定める日 

六 雇用契約書等に定める勤務日以外の日（前各号に掲げる日を除く。） 

２ 前項各号に定める休日のうち、第１号をもって法定休日とする。 

３ 別段の定めにより、第１項の日に替えて、他の日を休日とすることがある。 

 

（所定の勤務時間外勤務及び休日の勤務） 

第２４条 理事長は、次の各号に掲げるところにより、所定の勤務時間を超え、又は前条の所定

の休日に勤務を命じることができる。 

一 労基法第３６条第１項の規定による協定を締結したときには、当該協定の定め 

二 労基法第３３条第１項の規定に該当する場合において、労働基準監督署長に対して所定の

手続をしたときは、その規定の定め 

 

（休日の振替） 

第２５条 理事長は、第２３条に定める所定の休日に勤務を命じる場合は、当該休日（以下「勤

務命令日」という。）をその属する１週間（１週間は、土曜日から金曜日までとする。以下同

じ。）の期間内の所定の勤務日に、事前に振り替えることができる。 

２ 理事長は、勤務命令日における勤務時間は、６時間を超えないようにしなければならない。 

 

（代休） 

第２６条 所定の休日に非常勤職員に勤務を命じた場合において、前条による事前の休日の振替

が困難であり、かつ、代休を希望したときは、当該職員は代休を取得することができる。 



２ 第１項による代休は、無給とする。 

 

（休暇） 

第２７条 非常勤職員の休暇は、年次休暇及び年次休暇以外の休暇とする。 

 

（年次休暇） 

第２８条 年次休暇を与える非常勤職員の要件及びその日数は、それぞれ次の各号に定めるとお

りとする。 

一 ６月以上の任期を定めて採用されたもの又は６月以上の期間を定めて任期を更新されたも

のである場合 次に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ次に定める日数 

イ 次の（イ）から（ハ）までに掲げる職員 ６月以上の任期を定めて採用された日又は６

月以上の期間を定めて任期を更新された日（以下この項において「特定日」という。）以

後の１年間において１０日 

（イ）１週間の勤務日が５日以上とされている職員 

（ロ）１週間の勤務日が４日以下とされている職員で、１週間の勤務時間が２９時間以上

であるもの 

（ハ）週以外の期間によって勤務日が定められている職員で、１年間の勤務日が２１７日

以上であるもの 

ロ 次の（イ）又は（ロ）に掲げる職員 特定日以後の１年間において、次の（イ）に掲げ

る職員にあっては次の表の上欄に掲げる１週間の勤務日の日数の区分に応じ、次の（ロ）

に掲げる職員にあっては同表の中欄に掲げる１年間の勤務日の日数の区分に応じ、それぞ

れ同表の下欄に定める日数 

（イ）１週間の勤務日が４日以下とされている職員（１週間の勤務時間が２９時間以上で

ある職員を除く。） 

（ロ）週以外の期間によって勤務日が定められている職員で、１年間の勤務日が４８日以

上２１６日以下であるもの 

 

１週間の勤務日

の日数 

４日 ３日 ２日 １日 

１年間の勤務日

の日数 

１６９日

から２１

６日まで 

１２１日

から１６

８日まで 

７３日か

ら１２０

日まで 

４８日か

ら７２日

まで 

日数 ７日 ５日 ３日 １日 

 

二 第１号に掲げる場合以外の場合 次に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ次に定める日数 

 

 



１週間の勤務日

の日数 

４日 ３日 ２日 １日 

１年間の勤務日

の日数 

１６９日から

２１６日まで 

１２１日から

１６８日まで 

７３日から

１２０日まで 

４８日から 

７２日まで 

日数 ７日 ５日 ３日 １日 

 

三 第１号に掲げる場合に該当して年次休暇が認められた職員（この第３号に掲げる場合に該

当して年次休暇が認められた職員を含む。）である場合 次に掲げる職員の区分に応じそれ

ぞれ次に定める日数 

イ 第１号イの（イ）から（ハ）までに掲げる職員で特定日（第１号に掲げる場合に該当す

ることとなった日に限る。以下この第３号において同じ。）から１年以上継続勤務し、特

定日から起算してそれぞれの１年間の全勤務日の８割以上出勤したもの それぞれ次の

１年間において、１０日に、次の表の上欄に掲げる特定日から起算した継続勤務年数の区

分に応じ同表の下欄に掲げる日数を加算した日数 

 

特定日から起算した

継続勤務年数 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年以上 

日数 １日 ２日 ４日 ６日 ８日 １０日 

 

ロ 第１号ロの（イ）又は（ロ）に掲げる職員で、特定日から１年以上継続勤務し、特定日

から起算してそれぞれの１年間の全勤務日の８割以上出勤したもの それぞれ次の１年

間において、第１号ロの（イ）に掲げる職員にあっては次の表の上欄に掲げる１週間の勤

務日の日数の区分に応じ、第１号ロの（ロ）に掲げる職員にあっては同表の中欄に掲げる

１年間の勤務日の日数に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる特定日から起算した継続勤務

期間の区分ごとに定める日数 

１週間の勤務日

の日数 
４日 ３日 ２日 １日 

１年間の勤務日

の日数 

１６９日から 

２１６日まで 

１２１日から 

１６８日まで 

７３日から

１２０日まで 

４８日から

７２日まで 

特定日

から起

算した

継続勤

務期間 

１年 ８日 ６日 ４日 ２日 

２年 ９日 ６日 ４日 ２日 

３年 １０日 ８日 ５日 ２日 

４年 １２日 ９日 ６日 ３日 

５年 １３日 １０日 ６日 ３日 

６年 

以上 
１５日 １１日 ７日 ３日 



 

四 第２号に掲げる場合に該当して年次休暇が認められた職員（この４号に掲げる場合に該当し

て年次休暇が認められた職員を含む。）又は特定職員（継続勤務を開始した日から６月を超え

て継続勤務をしている職員であって、同日以後において年次休暇が認められていないものをい

う。）である場合 次に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ次に定める日数 

イ 第１号イの（イ）から（ハ）までに掲げる職員で、継続勤務を開始した日から１年６月以

上継続勤務し、継続勤務期間が６月を超えることとなる日（以下この第４号において「６月

経過日」という。）から起算してそれぞれの１年間の全勤務日の８割以上出勤したもの そ

れぞれの１年間において、１０日に次の表に上欄に掲げる６月経過日から起算した継続勤務

年数の区分に応じ同表の下欄に掲げる日数を加算した日数 

 

６月経過日から起算

した継続勤務年数 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年以上 

日数 １日 ２日 ４日 ６日 ８日 １０日 

 

ロ 第１号ロの（イ）又は（ロ）に掲げる職員で、継続勤務を開始した日から１年６月以上継

続勤務し、６月経過日から起算してそれぞれの１年間の全勤務日の８割以上出勤したもの 

それぞれ次の１年間において、第１号ロの（イ）に掲げる職員にあっては次の表の上欄に掲

げる１週間の勤務日の日数の区分に応じ、第１号ロの（ロ）に掲げる職員にあっては同表の

中欄に掲げる１年間の勤務日の日数の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる６月経過日

から起算した継続勤務期間の区分ごとに定める日数 

 

１週間の勤務日

の日数 
４日 ３日 ２日 １日 

１年間の勤務日

の日数 

１６９日から 

２１６日まで 

１２１日から 

１６８日まで 

７３日から

１２０日まで 

４８日から

７２日まで 

６月経

過日か

ら起算

した継

続勤務

期間 

１年 ８日 ６日 ４日 ２日 

２年 ９日 ６日 ４日 ２日 

３年 １０日 ８日 ５日 ２日 

４年 １２日 ９日 ６日 ３日 

５年 １３日 １０日 ６日 ３日 

６年 

以上 
１５日 １１日 ７日 ３日 

 

２ 理事長は、非常勤職員から年次休暇の請求があった場合においては、当該職員の請求する時

季にこれを付与しなければならない。ただし、当該職員が請求する時季に年次休暇を付与する



ことが、事業の運営に支障があると認める場合には、他の時季にこれを付与することができる

ものとする。 

３ 年次休暇（この項の規定により繰り越されたものを除く。）は、２０日を限度として、次の

１年間に繰り越すことができる。この場合において、年次休暇の残日数に１日未満の端数があ

るときは、その端数が半日未満の場合はこれを半日に切り上げ、半日以上１日未満の場合はこ

れを１日に切り上げた日数とする。 

４ 前項の規定により繰り越された年次休暇がある非常勤職員から年次休暇の請求があった場合

は、原則として、繰り越された年次休暇から先に請求されたものとして取り扱うものとする。 

５ 年次休暇の単位は、１日又は半日とする。ただし、労基法第３９条第４項に定める研究所の

職員の過半数を代表する者との書面による協定（以下「労使協定」という。）に定めるところ

により、年次休暇の日数のうち、１年について５日の範囲内で、時間単位で年次休暇を取得で

きる。 

６ １時間を単位として与えられた年次休暇を日に換算する場合には、当該年次休暇を与えられ

た非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間（１時間未満の端数があるときはこれを切り上げ

た時間）をもって１日とする。ただし、勤務日によって所定勤務時間が異なる場合には、１年

間における１日平均所定勤務時間数（１時間未満の端数があるときはこれを切り上げた時間）

とする。 

７ 第１項の年次休暇が１０日以上与えられた職員に対しては、第２項の規定にかかわらず、付

与日から１年以内に、当該職員の有する年次休暇日数のうち５日（第５項ただし書きに規定す

る時間単位での年次休暇は除く。以下この項において同じ。）について、理事長が職員の意見

を聴取し、その意見を尊重した上で、あらかじめ時季を指定して取得させる。ただし、職員が

第２項の規定による年次休暇を取得した場合においては、当該取得した日数分を５日から控除

するものとする。 

 

（年次休暇以外の休暇） 

第２９条 理事長は、次の各号に掲げる場合には、非常勤職員（第６号の休暇にあっては、最初

の３日の勤務に限って有給とし、第８号及び第１４号の休暇にあっては６月以上の雇用契約期

間が定められている職員又は６月以上継続勤務している職員（週以外の期間によって勤務日が

定められている職員で１年間の勤務日が４７日以下であるものを除く。）とし、第９号、第１

２号、第１３号、第１６号及び第１７号の休暇にあっては、１週間の勤務日が３日以上とされ

ている職員又は週以外の期間によって勤務日が定められている職員で１年間の勤務日が１２１

日以上である職員とする。）に対して当該各号に定める期間の有給の休暇を与えるものとする。

ただし、第１６号及び第１７号に掲げる場合にあっては、労使協定を締結するものとする。 

一 非常勤職員が選挙権その他公民としての権利を行使する場合で、その勤務しないことがや

むを得ないと認められるとき 必要と認められる期間 

二 非常勤職員が裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、地方公共団体の議会

その他官公署へ出頭する場合で、その勤務しないことがやむを得ないと認められるとき 必

要と認められる期間 



三 夏季一斉休業を実施する場合 国民の祝日に関する法律に定める「山の日」の曜日により、

以下の日（これにより難いときは理事長が別に定める日。なお、夏季一斉休業の実施日のう

ち、第２３条第１項第６号に定める日に該当する場合、その日は無給とする。） 

山の日が 

日曜日のとき ８月１３日及び８月１４日 

月曜日のとき ８月１２日及び８月１３日 

火曜日のとき ８月１０日及び８月１２日 

水曜日のとき ８月１２日及び８月１３日 

木曜日のとき ８月１２日及び８月１５日 

金曜日のとき ８月１４日及び８月１５日 

土曜日のとき ８月１３日及び８月１４日 

四 地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等により出勤することが極めて困難で

あると認められる場合 必要と認められる期間 

五 地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等に際して、非常勤職員が退勤途上に

おける身体の危険を回避するために勤務しないことがやむを得ないと認められる場合 必

要と認められる期間 

五の二 地震、水害、火災その他の災害により次のいずれかに該当する場合その他これらに準

ずる場合で、職員が勤務しないことが相当であると認められるとき 常勤職員の例による 

イ 職員の現住居が滅失し、又は損壊した場合で、当該職員がその復旧作業等を行い、又は

一時的に避難しているとき。 

ロ 職員及び当該職員と同一の世帯に属する者の生活に必要な水、食料等が著しく不足して

いる場合で、当該職員以外にはそれらの確保を行うことができないとき。 

六 非常勤職員が業務上の負傷又は疾病（通勤による場合も含む。）のため療養する必要があ

り、その勤務しないことがやむを得ないと認められる場合 必要と認められる期間（ただし、

最初の３日間を除き無給とする。） 

七 非常勤職員の親族（常勤職員の例による）が死亡した場合で、非常勤職員が葬儀、服喪そ

の他の親族の死亡に伴い必要と認められる行事等のため勤務しないことが相当であると認

められるとき 常勤職員の例による 

七の二 職員が結婚する場合で、結婚式、旅行その他の結婚に伴い必要と認められる行事等の

ため勤務しないことが相当であると認められるとき 常勤職員の例による 

八 非常勤職員が心身の健康の維持及び増進又は家庭生活の充実のため勤務しないことが相当

であると認められる場合 一の年の７月から１２月までの期間内における、勤務時間が割り

振られていない日及び第３号に定める夏季一斉休業の実施日を除いて原則として連続する

３日の範囲内の期間 

九 非常勤職員が不妊治療に係る通院等のため勤務しないことが相当であると認められる場合 

一の年度（４月１日から翌年の３月３１日までをいう。以下同じ。）において５日（当該通

院等が体外受精及び顕微授精に係るものである場合にあっては、１０日）（勤務日ごとの勤

務時間の時間数が同一でない非常勤職員にあっては、その者の勤務時間を考慮し、勤務日１



日当たりの勤務時間に５（当該通院等が体外受精及び顕微授精に係るものである場合にあっ

ては、１０）を乗じて得た数の時間）の範囲内の期間 

十 分べん予定日から起算して６週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）以内に出産す

る予定である女性の非常勤職員が申し出た場合 出産の日までの申し出た期間 

十一 女性の非常勤職員が出産（妊娠満１２週以後の分べんをいう。以下この号から第１３号

までにおいて同じ。）した場合 出産の日の翌日から８週間を経過する日までの期間（産後

６週間を経過した女性の非常勤職員が就業を申し出た場合において医師が支障がないと認

めた業務に就く期間を除く。） 

十二 非常勤職員が妻（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。次号に

おいて同じ。）の出産に伴い勤務しないことが相当であると認められる場合 非常勤職員の

妻が出産するため病院に入院する等の日から当該出産の日後２週間を経過するまでの期間

内における２日（勤務日ごとの勤務時間の時間数が同一でない非常勤職員にあっては、その

者の勤務時間を考慮し、勤務日１日当たりの勤務時間に２を乗じて得た数の時間）の範囲内

の期間 

十三 非常勤職員の妻が出産する場合であって、その出産予定日の６週間（多胎妊娠の場合に

あっては、１４週間）前の日から当該出産の日以後１年を経過する日までの期間にある場合

において、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に達するまでの子（妻の子を含む。）を

養育する非常勤職員が、これらの子の養育のため勤務しないことが相当であると認められる

とき 当該期間内における５日（勤務日ごとの勤務時間の時間数が同一でない非常勤職員に

あっては、その者の勤務時間を考慮し、勤務日１日当たりの勤務時間に５を乗じて得た数の

時間）の範囲内の期間 

十四 非常勤職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得

ないと認められる場合（第６号及び次項第４号に掲げる場合を除く。） 前条第１項第１号

に掲げる職員にあっては一の年度において１０日の範囲内の期間とし、同項第３号に掲げる

職員のうち、１週間の勤務日が４日以下とされている職員にあっては次の表の上欄に掲げる

１週間の勤務日の日数の区分に応じ、週以外の期間によって勤務日が定められている職員に

あっては同表の中欄に掲げる１年間の勤務日の日数の区分に応じ、一の年度においてそれぞ

れ同表の下欄に掲げる日数の範囲内の期間とする。 

 

１週間の 

勤務日の日数 
４日 ３日 ２日 １日 

１年間の 

勤務日の日数 

１６９日から 

２１６日まで 

１２１日から 

１６８日まで 

７３日から 

１２０日まで 

４８日から 

７２日まで 

日 数 ７日 ５日 ３日 １日 

 

十五 生後１年に達しない子を育てる非常勤職員が、その子の保育のために必要と認められる

授乳等を行う場合 １日２回それぞれ３０分以内の期間（男性の非常勤職員にあっては、そ



の子の当該職員以外の親が当該職員がこの号の休暇を使用しようとする日におけるこの号

の休暇（これに相当する休暇を含む。）を付与され、又は労基法第６７条の規定により同日

における育児時間を請求した場合は、１日２回それぞれ３０分から当該付与又は請求に係る

各回ごとの期間を差し引いた期間を越えない期間） 

十六 ９歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子（配偶者の子を含む。以下こ

の号において同じ。）を養育する非常勤職員が、その子の看護等（看護等に該当するものは

常勤職員の例による。）のため勤務しないことが相当であると認められる場合 一の年度に

おいて５日（その養育する９歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子が２人

以上の場合にあっては、１０日）（勤務日ごとの勤務時間の時間数が同一でない非常勤職員

にあっては、その者の勤務時間を考慮し、勤務日１日当たりの勤務時間に５（その養育する

９歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子が２人以上の場合にあっては、１

０）を乗じて得た数の時間）の範囲内の期間 

十七 次に掲げる者（ハに掲げる者にあっては、非常勤職員と同居（非常勤職員が要介護者の

居住している住宅に泊まり込む場合等を含む。）しているものに限る。）で負傷、疾病又は

老齢により２週間以上の期間にわたり日常生活を営むのに支障があるもの（以下この号にお

いて「要介護者」という。）の介護その他要介護者の介護及び要介護者の通院等の付添い、

要介護者が介護サービスの提供を受けるために必要な手続の代行その他の要介護者の必要

な世話を行う非常勤職員が、当該世話を行うため勤務しないことが相当であると認められる

場合 一の年度において５日（要介護者が２人以上の場合にあっては、１０日）（勤務日ご

との勤務時間の時間数が同一でない非常勤職員にあっては、その者の勤務時間を考慮し、勤

務日１日当たりの勤務時間に５（要介護者が２人以上の場合にあっては、１０）を乗じて得

た数の時間）の範囲内の期間 

イ 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この号に

おいて同じ。）、父母、子及び配偶者の父母 

ロ 祖父母、孫及び兄弟姉妹 

ハ 非常勤職員又は配偶者との間において事実上父母と同様の関係にあると認められる

者及び非常勤職員との間において事実上子と同様の関係にあると認められる者（父母の配

偶者、配偶者の父母の配偶者、子の配偶者及び配偶者の子） 

十八 非常勤職員が骨髄移植のための骨髄若しくは末梢血管細胞移植のための末梢血管細胞の

提供希望者としてその登録を実施する者に対して登録の申出を行い、又は配偶者、父母、子

及び兄弟姉妹以外の者に、骨髄移植のため骨髄若しくは末梢血管細胞移植のため末梢血管細

胞を提供する場合で、当該申出又は提供に伴い必要な検査、入院等のため勤務しないことが

やむを得ないと認められるとき必要と認められる期間 

 

２ 理事長は、次の各号に掲げる場合には、非常勤職員に対して当該各号に定める期間の無給の

休暇を与えるものとする。 

一 女性の非常勤職員が生理日における就業が著しく困難なため勤務しないことがやむを得な

いと認められる場合 必要と認められる期間 



 

３ 前２項の休暇（第１項第３号、第１０号及び第１１号の休暇を除く。）については、常勤職

員の例に準じて理事長の承認を受けなければならない。 

 

（休暇の請求等の手続） 

第３０条 非常勤職員の休暇の請求等の手続きについては、常勤職員の例に準ずるほか、理事長

が別に定める。 

 

（妊産婦である女性非常勤職員の時間外勤務及び深夜勤務の制限） 

第３１条 理事長は、妊産婦である女性非常勤職員が請求した場合は、第２４条の規定にかかわ

らず、同条に規定する所定の勤務時間を超え、又は所定の休日若しくは午後１０時から翌日午

前５時までの間における勤務をさせてはならない。 

 

（妊産婦である女性非常勤職員の保健指導等） 

第３２条 理事長は、妊産婦である女性非常勤職員が請求した場合は、その者が母子保健法（昭

和４０年法律第１４１号）第１０条に規定する保健指導又は同法第１３条に規定する健康診査

を受けるための期間を勤務させてはならない。 

 

（妊産婦である女性非常勤職員の業務軽減等） 

第３３条 理事長は、妊産婦である女性非常勤職員が請求した場合は、その者の業務を軽減し、

又は他の軽易な業務に就かせなければならない。 

２ 理事長は、妊娠中の女性非常勤職員が請求した場合において、その者の業務が母体又は胎児

の健康保持に影響があると認めるときは、当該職員が適宜勤務しないことを認めなければなら

ない。 

 

（妊娠中の女性非常勤職員の通勤緩和） 

第３４条 理事長は、妊娠中の女性非常勤職員が請求した場合において、その者が通勤に利用す

る交通機関の混雑の程度が母体又は胎児の健康保持に影響があると認めるときは、勤務時間の

始め又は終わりにおいて、１日を通じて１時間を超えない範囲で勤務させてはならない。 

２ 前項の期間に係る給与の取扱いは、第３８条で定める。 

 

（育児時間） 

第３５条 理事長は、生後満１年に達しない子を養育する女性非常勤職員から請求があったとき

は、休憩時間のほか１日について２回、１回について３０分の育児時間を与える。 

 

（育児休業等） 

第３６条 非常勤職員の育児休業、介護休業等に関しては、独立行政法人国立特別支援教育総合

研究所非常勤職員育児休業及び介護休業等細則（平成３１年４月１日制定。以下「非常勤育児



休業等細則」という。）の定めるところによる。 

 

（給与） 

第３７条 非常勤職員の給与は、勤務１時間あたりの給与（以下「時間給」という。）とし、そ

の額については、その者を常勤の職員として採用した場合に受けることになる、第５条に掲げ

る表に示す職名別に適用される俸給表による俸給月額を基礎とし、次の各号に定める算式によ

って算出される額（１円未満の端数切り捨て）とする。 

一 医師を除く各職名の非常勤職員 

（俸給月額＋俸給月額に対する地域手当）×１２ 

５２×３８．７５ 

二 医師 

（俸給月額＋俸給月額に対する地域手当）×１２ 

５２×３０ 

２ 前項に定める、その者に適用されることとなる俸給月額の決定については、常勤職員の例に

よる。 

３ 理事長は、当該雇用に係る予算の範囲や、採用が困難である場合、その他特別の事情がある

と認める場合には、前項の規定によらずに時間給を決定することができる。  

 

（給与の減額） 

第３８条 非常勤職員が定められた勤務時間内において勤務しないとき（その勤務しない時間が

第２８条及び第２９条に規定する休暇として付与又は承認された場合を除く。）は、前条に規

定する勤務１時間当たりの給与額を当該給与から減じて得た額を支給することとする。この場

合において、１円未満の端数が生じた場合の取扱いは、常勤職員の例による。 

２ 非常勤育児休業等細則第１９条及び第１９条の２による部分休業を取得した場合は、前項の

規定により給与を減額する。 

 

（超過勤務手当） 

第３９条 非常勤職員が所定の勤務時間を超えて勤務した場合、休日に勤務した場合及び午後１

０時から翌日午前５時までの間（以下「深夜時間帯」という。）に勤務した場合には、超過勤

務手当を支給する。 

２ 超過勤務１時間当たりの額は、非常勤職員の給与の額に次に掲げる勤務の区分に応じてそれ

ぞれ定める割合を乗じて得た額とする。 

一 所定の勤務時間を超えて、７時間４５分に達するまでの時間 １００分の１００（深夜時

間帯に勤務した場合 １００分の１２５） 

二 第２３条第１項第６号に規定する休日（以下「第６号休日」という。）に勤務した時間の

うち７時間４５分に達するまでの時間 １００分の１００（深夜時間帯に勤務した場合 １

００分の１２５） 

三 前２号に掲げる勤務以外に勤務した時間 １００分の１２５（深夜時間帯に勤務した場合 



１００分の１５０） 

四 休日（第６号休日を除く。）に勤務した時間 １００分の１３５（深夜時間帯に勤務した

場合 １００分の１６０） 

３ 前項各号の超過勤務１時間当たりの額に、一の給与期間における区分ごとの時間数を乗じて

得た額の合計額を超過勤務手当の月額とする。 

 

（通勤手当） 

第４０条 １月以上の期間を定めて採用された非常勤職員のうち、交通機関等により通勤するこ

とを常例とする者については、常勤職員の例に準じて、通勤手当を支給することができる。 

 

（給与の支給日） 

第４１条 非常勤職員の時間給、超過勤務手当及び通勤手当は、その月の月額の全額を当該月の

翌月１７日（以下「支給定日」という。）に支給する。ただし、支給定日が日曜日に当たると

きは、支給定日の前々日（その日が休日に当たるときは、支給定日の翌日）に、支給定日が土

曜日に当たるときは、支給定日の前日に、支給定日が日曜日又は土曜日でない日であって、国

民の祝日に関する法律に定める休日に当たるときは、支給定日の翌日に支給する。 

 

（給与の支払） 

第４２条 非常勤職員の給与の支払いについては、常勤の職員の例に準ずる。 

 

（給与額等の検討） 

第４３条 理事長は、非常勤職員の給与の額又は割合の改訂について、常勤職員の給与の額又は

割合の改訂を参酌して行う。ただし、雇用契約の始期に提示した給与の額又は割合を当該雇用

契約期間中に改訂することは行わない。 

 

（出張） 

第４４条 非常勤職員は、業務上必要がある場合は、出張を命ぜられることがある。   

２ 出張を命ぜられた非常勤職員は、出張を終了したときは、速やかに理事長に報告しなければ

ならない。 

 

（旅費） 

第４５条 非常勤職員の旅費に関しては、独立行政法人国立特別支援教育総合研究所旅費規程（平

成１３年４月２日制定）の定めるところによる。 

 

（研修） 

第４６条 研修は、非常勤職員に現在就いている職又は将来就くことが予想される職の職務と責

任の遂行に必要な知識、技能等を修得させ、その他その遂行に必要な能力、資質等を向上させ

ることを目的とする。 



２ 理事長は、非常勤職員に対して、研修を受けさせることができる。 

３ 非常勤職員は、理事長から研修を受けるよう指示された場合に、特段の事由がない限り、指

示された研修を受けなければならない。 

 

（執務を離れての研修） 

第４７条 理事長は、必要と認めるときは、非常勤職員に日常の執務を離れて専ら研修を受ける

ことを命ずることができる。 

２ 前項に規定する執務を離れての研修を受ける非常勤職員は、当該研修の実施に当たる機関が

定める研修の効果的実施のために必要と認められる規律その他の定めに従わなければならな

い。 

３ 前２項に規定する執務を離れての研修の実施に関し必要な基準は、独立行政法人国立特別支

援教育総合研究所職員の研修に関する規程（平成１８年４月１日制定）に定める。 

 

（安全衛生） 

第４８条 非常勤職員の安全衛生の確保及び快適な職場環境の形成に関する事項については、就

業規則第５８条から第６４条を準用し、その定めによるほか、労働安全衛生法（昭和４７年法

律第５７号）その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（災害補償） 

第４９条 この条及びその他別段の定めがある場合のほか、非常勤職員が業務上の事由又は通勤

により負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合の補償については、労基法及び労働者災害補

償保険法（昭和２２年法律第５０号）、その他の関係法令及び独立行政法人国立特別支援教育

総合研究所職員法定外災害補償規程（平成１８年４月１日制定）の定めるところによる。 

 

（社会保険等） 

第５０条 非常勤職員の社会保険等については、国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２

８号）、厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）、雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）及び介護保険法（平成９年法律第１２３号）、その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（表彰） 

第５１条 研究所は、非常勤職員で勤務成績が良好である者、特に多大な功績があった者等につ

いて、独立行政法人国立特別支援教育総合研究所表彰規程（平成１３年４月２日制定）に定め

るところにより表彰する。 

 

（懲戒） 

第５２条 非常勤職員の懲戒に関する事項は、就業規則第６８条から第７０条の規定を準用する。 

 

（訓告等） 



第５３条 非常勤職員の訓告等に関する事項は、就業規則第７１条の規定を準用する。 

 

（損害賠償） 

第５４条 非常勤職員の損害賠償に関する事項は、就業規則第７２条の規定を準用する。 

 

（職務発明） 

第５５条 非常勤職員の職務発明に関する事項は、就業規則第７３条の規定を準用する。 

 

（補則） 

第５６条 この規程の実施について必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成１９年８月２０日から施行する。 

 

附 則 

第２９条第１項第２号中「裁判員」については、平成２１年５月２１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成２２年６月３０日から施行する。 

 

附 則  

この規程は、平成２４年８月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成２５年８月１日から施行する。 

 



附 則 

この規程は、平成２６年９月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成３０年１月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、平成３０年１２月１日から施行する。 

（平成３０年度における一斉休業の実施について） 

２ 第２９条第１項第３号の規定にかかわらず、平成３０年度は平成３１年１月４日を一斉休業

の実施日とする。 

 

附 則 

この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

（令和２年度における夏季一斉休業の実施について） 

２ 第２９条第１項第３号の規定にかかわらず、令和２年度は令和２年８月１１日及び８月１２

日を夏季一斉休業の実施日とする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

（健康保険法の適用に関する経過措置） 

２ 施行日から令和４年９月３０日までの間、改正後の第５０条の適用については、同条中「国

家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）」とあるのは、「健康保険法（大正１１年

法律第７０号）」と読み替えるものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、令和７年４月１日から施行する。 

（刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号）の施行に関する経過措置） 



２ 令和７年４月１日から同年５月３１日までの間における改正後の第１６条第１号の規定の適

用については、同号中「拘禁刑」とあるのは「禁錮」とする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、令和８年４月１日から施行する。 

２ 令和７年９月３０日以前から引き続き継続勤務している非常勤職員に対する年次休暇に関

する規定の適用については、本改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

 


